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１．はじめに 鋼橋において，道路・河川等の交差条件のある架橋地点では一般に送出し工法を採用すること

が多い．本工法を採用する場合，架設系を踏まえた応力照査を設計に反映して補強を行う必要があり，主な照

査項目に曲げ・せん断および鉛直圧縮力を受ける腹板パネルの座屈照査がある．この照査式は国内外に数種あ

り，わが国では明確な技術基準が存在せず照査式の選択は設計者に委ねられる．文献 1)では，これら照査式

の合理化と統一化を目的とし，各照査式の比較・分析を踏まえ新しい照査式を提案している．一方，設計実務

者は，現存する照査式のうち電算プログラム化されている DASt012 指針 2)(以下，DASt)および，鋼構造架設設

計施工指針 20123)(以下，新指針)，道路橋では鋼道路橋施工便覧 4)(以下，便覧)を加えた３種類のいずれかを

任意に採用しているのが現状である．  

 本報告では，実際に送出し工法を採用する鉄道橋の補強設計を通じて，DASt および新指針の両照査式で補

強を行った場合の安全性・経済性を比較し，その考察を報告する． 

２．対象橋梁の架設概要  今回対象とした

鉄道橋は，３径間連続の箱桁橋で，跨道部と

なる中央径間 72m に送出し工法を採用して

いる．支点部の送出し装置には受幅 700mm の

エンドレスローラーを設置する（図-1）．な

お腹板の材質は，基本設計で中間支点部付近

に SM490Y，それ以外は SM400 を適用してい

る． 

３．照査式の比較と分析 両照査式により補

強設計を行った結果，新指針では補剛材の追

加に加えて腹板の材質および板厚の変更が

必要となり，DASt の約３倍の補強量となっ

た．この補強量差の原因について両照査式の

検証を行う必要がある．検証には送出し時の

最大鉛直反力 2,466kN を受ける腹板に着目

し，補剛形式別に安全率を算出する(表-1)．

なお基本設計での当該腹板は，厚さ 15mm,高

さ 3,600mm,幅 1,200mm,材質 SM400,上下段に

1 段ずつ水平補剛材を設置した状態で

1,356kN の耐力を有している． 

（１）補剛形式による安全率の比較 表-1

に示すとおり，DASt は補剛材の追加により

所定の耐力を確保できるが，新指針では耐力

が一定以上向上せず，補剛材のみでの対応は

できない．また図-2 に示す腹板パネルの縦

横比と安全率との関係では，全てのパネルで

DASt の安全率が大きく，縦横比の小さい範
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図‐1 架設概要 

支点部の送出し装置 断面図 

送出し工法の概要 

表‐1 補剛形式別の安全率 

図‐2 縦横比と安全率の関係
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着色部は各照査式で耐力不足であることを示す。 
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囲では DASt と新指針で乖離があることがわかる． 

（２）鉛直圧縮応力度に着目した分析 図-3 に縦横比

と作用応力度σおよび強度σcr の関係を示す．なおσ，

σcr は降伏強度 Fで除し無次元化している．直接反力

を受ける下部パネル<1>は，補剛材が密実に配置される

ため，降伏強度 Fで耐力が決定する．DASt は降伏強度

に対して抵抗係数を考慮しないが，新指針では抵抗係

数φ=0.92 を乗ずるため，今回の作用応力度の比(σ/F)

が0.93であることから新指針では補剛材での対応が不

可能と判定されたと考える．一方，上部のパネル<2><3>

に着目すると DASt は新指針と比べて作用応力度の減少傾向が著しいことがわかる． 

４．分析結果の考察 鉛直圧縮応力度に着目した分析より，DASt と新指針では①降伏強度に対する安全率，

および②鉛直圧縮応力度の伝達式に差異があることが分かった．それぞれの考察を考察①および考察②に示す． 

考察①：降伏強度に対する安全率 DASt の判定基準は実計算安全率 vorhν*＞所要安全率 erfν*であるが，

erfν*が概ね 1.1 程度であることに対して新指針では各応力(鉛直圧縮，水平圧縮，純曲げ，せん断)の合成後

の所要安全率がν=1.36 である．加えて新指針では各応力項目で抵抗係数φ=0.92 を考慮しており，これも安

全率の一種と捉えると 1.36×1/0.92=1.47 と２重のカウントとも捉えらえる．架設設計における鋼材の安全率

は少なくとも 1.36 を確保する必要があるが，DASt はこれを確保していないことから，今回の補強では安全率

1.36 の逆数として作用応力度の比(σ/F)が 1/1.36=0.735 以下となるよう材質を SM490Y に変更した． 

考察②：鉛直圧縮応力度の伝達式 

各照査式の鉛直圧縮応力度の伝達

式を図-4 に示す．新指針のみ直線

式であり，腹板の中間部では他の照

査式と比較して２倍の差異がある．

ここに便覧は実橋測定等で妥当性

が確認 5)6)された式で，DASt はこれ

より若干安全側ではあるが近似し

ている．また FEM 解析の結果とも近

似しており DASt の妥当性が確認で

きる． 

５．おわりに  腹板座屈照査式のうち，DASt と新指針で安全率および鉛直圧縮応力度の伝達式の比較，分析

を行った．DASt では降伏強度に対して所要安全率を小さく評価する傾向があり鋼材の安全率 1.36 を確保しな

い可能性がある．そのため本橋においては材質を変更することで対応した．また新指針を適用する場合，腹板

中間部の鉛直圧縮応力度を大きく評価する傾向があり，補強量が増える可能性があることが分かった．今後，

本橋とは主桁形式，桁高等の条件が異なる橋梁においても，比較考察を実施し，現存する照査式を用いて安全

かつ合理的な補強設計を実施していく必要がある． 
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図-5 実橋における溶接キャンバー値 

図‐4 鉛直圧縮応力の伝達式の比較 
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図‐3 縦横比と作用応力度の比σ/F 

および強度比σcr/F の関係 

0.92 

縦横比 

σ
/F

, 
σ
c
r/F 

<1> <2> <3> 

土木学会第72回年次学術講演会(平成29年9月)

 

-394-

Ⅰ-197

 


